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2013年 2月 16日名古屋大学最終講義 

 

表見法理の帰責構造と「認容」  

 

大学院法学研究科教授 中舎寛樹 

 

１ 問題の所在  

・表見法理；民法 94条 2項、96条 3項、表見代理規定、192条、478条など。 

・適用範囲および類推適用の範囲が拡大。 

・法律行為論・意思表示論上、真の権利者・本人への効果帰属根拠は何か。 

・「帰責性」は要件として確立していない。 

・その根本的原因：ＡＢ間の関係が明確でないことにある。 

Ａ    Ｂ    Ｃ 

・各表見法理について真の権利者・本人と無権利者間の関係を検討。 

 

２ 民法 94 条 2 項の帰責構造  

（１）民法 94 条 2 項の趣旨  

・旧民法証拠編 50条（フランス民法 1321条に倣ったもの） 

本証書の変更、滅却を目的とする秘密の証書（反対証書（contre-lettre））は、それを作

成した当事者間でのみ効力を有する。悪意の第三者には対抗できる。 

・現行民法（1項はドイツ民法 117条に倣ったもの） 

しかしドイツ民法には、94条 2項に相当する規定はない。 

・起草者の無自覚的な変更によって、94条 2項は特別の意味を有する規定となった。 

・本来ならば、「秘密の意思表示は善意の第三者に対抗できない」という解釈が妥当（順次

承継説に連動）。 

・しかし、現在の通説は、秘密の合意を前提にしない（無としての無効）（法定取得説に連

動）。 

・通説を前提にする限り、帰責根拠は、虚偽の意思表示をしたことそれ自体に求めざるを

えない。 

・ドイツの学説は、認容を根拠に善意の第三者を保護する。 

ある事実に対する認識とそのような状態の容認。 

自らその事実を作出したか否かは問題ではない。 

認容の存否は認定問題。 

・94条 2項における帰責根拠としての「認容」 

真の権利者が、虚偽の意思表示がなされていることを認識し、かつ、外形上の権利者が
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第三者に対して真の権利者であるかのように振る舞うことを容認していること。 

 

（２）民法 94 条 2 項類推適用の限界  

①外形自己作出型 

Ａ    Ｂ    Ｃ 

・Ａの「意思」が要件。 

・作成ではなく、虚偽の登記に対する真の権利者の認容を問題にすべき。 

②外形他人作出型 

Ａ    Ｂ    Ｃ 

・Ａの「承認」が要件。 

・虚偽の登記名義の存在を知っているだけでは不十分であり、事後的にせよ認容が必要。 

③意思外形非対応型 

Ａ    Ｂ 

    Ｃ 

・ＡＢ間の「通謀」とそれを基礎とした 110条類推適用 

・第三者が信頼した外形に対する帰責根拠を問題にすべき（外形他人作出型への吸収）。 

④外形与因型 

Ａ    Ｂ    Ｃ 

 ・Ａの「与因」とそれを補強する 110条類推適用 

・通謀はない＝その範囲を超える外形の作出を観念できない。 

・他人に与えた権限についての認識はあっても、虚偽の登記が作出されたことについて

は何らの認識もない。 

・虚偽の登記名義に対する認容を要求すべき。 

 

３ 民法 478 条の帰責構造  

（１）民法 478 条の趣旨  

・フランス民法 1240条に倣ったもの。 

・債権占有（possession de la créance）とは、真の債権者ではないが、債権者のように

振る舞い、万人から見て債権者のように見える状態をいう。 

・指名債権でありながら、ごく例外的に、相続や債権譲渡の際に債権者が誰であるかが

一時的に不明になる事態がありうることを考慮したもの。 

・単なる債権証書の持参人や詐称代理人は含まれず、弁済以外の行為にも適用されない。 

・民法の起草者には、規定の趣旨を特に変更する意図はない。 

・債権者Ａ以外の者Ｂが債権者になったという誤信のみ保護。 

・指名債権の債権者交代に伴い債権者が誰かが不明になる例外的な場合のみ保護。 

・債権者の帰責を問題にする要素はない。 
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（２）民法 478 条の適用範囲・類推適用の限界  

(a)適用範囲の拡大  

①同一性誤認型（債権者がＡである場合に、ＢをＡであると誤認した場合） 

 ・債権証書や預金通帳と印鑑の持参人 

 ・債権者が明らかである債権について債権者の同一性の確認を怠ったために生じた主観

的な誤認。 

 ・約款により債務者の注意義務を軽減していた場合にのみ免責される（478条による免責

を正当化できない）。 

②受領権限誤認型（Ａが債権者であることは誤認していないが、Ｂに債権受領権限がある

と誤認した場合） 

 ・詐称代理人 

・金融機関の主観的な誤認＋債権者の帰責性不問。 

・表見代理の問題として処理すべき。 

③帰属主体誤認型（債権者がＡであるにもかかわらず、Ｂが債権者であると誤認した場合） 

 ・預金者の認定問題 

Ａ    Ｂ    Ｃ（弁済） 

  ・「客観説＋478条」による解決でやむなし。 

 ・債権二重譲渡問題 

   譲渡人    Ａ    Ｃ（弁済） 

          Ｂ 

・債務者の誤認は、まったくの主観的なものにすぎない。 

・対抗要件制度が無意味になる（478条は適用されるべきでない）。 

 

(b)類推適用  

Ａ    Ｂ    Ｃ（貸付） 

 ・貸付行為の効果帰属が問題になる。 

・金融機関は預金取引開始時には行為名義に関心がない＝預金の処分権限を信頼。 

 ①ＢがＢ名義でＣ銀行に預金することをＡが了解していた場合 

・金銭の処分権が付与または貸付を認容。 

・Ｃが悪意でもＢに対する貸付として有効（478条は問題にならない）。 

 ②処分権の付与ないし認容がない場合 

  ・金銭の処分を正当化できない。 

  ・問題状況は民法 192条の場合と同様。 

・Ｃは担保権を善意取得すると構成すべき。 

・以上のように、民法 478条の適用・類推適用の拡大は、多様な問題を含んでいる＝478条
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のみで処理するのは妥当でない。 

 

４ 表見代理の帰責構造  

（１）表見代理規定の趣旨  

・判例・通説による理解 

・外部授権の否定。 

・3か条とも無権代理の問題。 

・ドイツ民法 

・表見代理の規定がない。 

・無因性が承認されているが徹底していない。 

・これをカヴァーするために外部授権が認められているがその保護は不十分。 

・ドイツの学説 

・認容代理（Duldungsvollmacht）の承認。 

  代理権授与の意思も意識もないが、無権代理行為を認識・認容している場合＝本人の

表示責任 

 ・外見代理（Anseinsvollmacht）の否定的傾向 

判例は認めるが、近年の学説は、本人の意識的容認がないとして否定する見解、また

はこれを認めつつ、錯誤を認めて、結局は損害賠償の問題にする見解が有力。 

・わが国でも代理権が存在するとの表示に対する本人の認容を基本にすべき。 

①民法 109条 

 ・代理権授与の意図も認識もない場合 

・危険主義、表示意識など多様な根拠が提示されているが、本人の意識的な認容に基づ

く表示責任と解する点では一致。 

②民法 112条 

 ・通説による限り、本人の帰責根拠は、代理権があるとの権利外観を残置させていたこ

とに求めざるを得ない。 

 ・代理権を授与している以上、権利外観の残置を不知という抗弁は成り立たない。 

・法的には無権代理行為に対する緩やかな認容があったと評価できる。 

③民法 110条 

・本人の表示責任であると解する説が主張されている。 

・越権行為をすることができるような外観を本人が表示した点で 109 条と同質（過失

責任）。 

・本人が代理人を使者に用いて代理権授与表示をした場合であり 109 条と同質（表示

の解釈は相手方がその表示をどう受け止めたかを基準とする）。 

・しかし、過失によって法律行為を成立させることはできない。 

・相手方を基準として本人の表示意識の有無を解釈することは、越権行為に関する代理
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権授与の効果意思も表示意識もないと解する通説の立場と相容れない。 

・基本代理権ないし基本権限を授与したことが越権行為の原因であるが、その関与度は

多様。 

・代理制度への信頼を確保するために、本人の関与の程度と相手方の正当理由の程度と

の相関においていずれが越権行為のリスクを負担すべきかを判断するほかない。 

 

（２）表見代理規定適用の限界  

①法定代理に対する表見代理規定の適用 

 ・表見代理＝表示責任説は、本人による表示なしとして表見代理の適用を否定する。 

 ・しかし、無権代理行為に対して本人が関与する余地があるか否かを問題にすべき。 

・制限行為能力者制度を絶対視すべきでない。 

・法定代理にも表見代理規定の適用はありうるとした上で、制限行為能力者保護はその

制限要素として考慮すべき。 

②本人名義でなされた行為に対する類推適用 

 ・他人が本人名義で相手方と法律行為をした場合、判例は表見代理規定を類推適用。 

・しかし本人であるとの信頼が問題＝本人名義で行為することの認容の有無。 

・他人が本人名義で行為することを本人が了解していた場合は、有効な代理行為。 

・本人名義の使用を認識・認容していたが、当該行為について了解していない場合は

表見代理の類推適用によるべき。 

③名義貸しに対する類推適用 

 ・行為者は自己の計算で＝自己に法律行為の効果を帰属させるために本人の名義を利用。 

・本人の意識は、行為者の行為を保証する意思に近い。 

・本人の認容の内容からすれば、表見代理規定と名板貸（商 14条、会社 9条、一般法人

8条）の類推適用により、連帯責任を負うと構成すべき。 

・以上のように、表見代理規定における本人の帰責根拠は、無権代理行為に対する本人の

認容を基礎としながら、その内容は多様である。 

 

５ 表見法理と他人による行為の関係  

・表見法理における真の権利者・本人の帰責根拠は、無権利者の行為に対する認容である

が、認容の内容は、各表見法理において、また問題となる場面に応じて多様である。 

・これは、他人による行為が無権限で行われた場合として共通しつつ、目的とされる財産

および行為名義によって真の権利者・本人と無権利者との関係が多様であることの現れ

にほかならない。 

・従来、表見法理の帰責根拠が明確でなかったのは、他人による行為が権限に基づいてな

された場合と無権限でなされた場合の全体像が明らかでなかったことに原因がある。 

①代理人名義の行為 
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 ・代理で本人が責任を負う根拠は代理権の授与。 

・表見代理は、無権代理であっても、本人の無権代理行為に対する認容（民 109条、112

条）または無権代理行為に対する本人の関与と相手方の信頼との相関判断（民 110条）

により、他人による行為の効果を本人に帰属させる制度。 

②本人名義の行為 

 ・本人が了解している場合は、有権代理と同様。 

・本人名義の使用を認識・認容していたが、当該行為について了解していない場合には、

表見代理規定の類推適用または表見代理と名板貸しの類推適用によるべき。 

③行為者名義の行為 

 ・本人の権限付与がある場合には、民法 94条 2項。 

・無権限で行われた場合でも、本人がそのような行為を認容している場合は、94 条 2 項

類推適用。 

④行為名義に関心なくなされた行為 

 ・動産取引がその典型 

・動産が権限ある他人によって第三者に処分された場合、処分行為は行為者と第三者と

の間で成立するが、動産の所有権は真の所有者から第三者へ直接移転する。 

・処分行為が無権限で行われた場合は民法 192 条（所有者と行為者との関係は表面に現

れることがない）。 

・預金取引はこれに類似。 

受領権限に関心が抱かれる詐称代理人の場合を除き、動産の場合と同様の法律構成を

すべき。 

 

６ 結論  

・表見法理は、他人による行為が無権限で行われた場合における真の権利者・本人への効

果帰属法理であり、他人の行為に対する真の権利者・本人の認容を基本的な帰責根拠と

している。 

・認容は、ある事実に対する認識とそのような状態の容認であり、効果意思の発現である

意思表示ではなく、自己の行為としての準法律行為でもないが、自覚的な心理状態の対

外的発現行為である。 

・表見法理は、このような認容の法律効果である。 

・認容の存否は、認定による事実問題である。 

 

以上 
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